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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

鉄鋼建設資材事業…主要な製品は、異形棒鋼、構造用鋼、ねじ節鉄筋等であります。 

農業資材事業………主要な製品は、肥料、園芸資材、種苗、乾牧草等であります。 

環境サービス事業…主要な製品・サービスは、環境計量証明・コンサルタント業と廃棄物処理・リサイク

ル事業であります。 

その他事業…………主要な製品は、砕石・砕砂等であります。 

   

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

本邦以外の売上高がないため該当事項はありません。 

  

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
鉄鋼建設資材 

事業 
（千円） 

農業資材事業
  

（千円） 

環境サービス
事業 

（千円） 

その他事業
  

（千円） 

計
  

（千円） 

消去又は全社 
  

（千円） 

連結
  

（千円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 6,465,834  3,339,837  181,922  402,370  10,389,964  －  10,389,964

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 －  －  19,904  28,229  48,133 (48,133)  －

計  6,465,834  3,339,837  201,826  430,599  10,438,097 (48,133)  10,389,964

営業利益 

（又は営業損失） 
 1,139,295  141,669 (63,642)  39,378  1,256,700 (312,985)  943,714

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

－ 21 －



１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。  

 当社グループは複数の業種にわたる事業を営んでおり、業種別に区分された事業ごとに、当社および当社

の連結子会社が各事業の包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがいまして、当社

グループは事業体制を基礎とした業種別セグメントから構成されており、「鉄鋼建設資材事業」「農業資材

事業」「環境ソリューション事業」「砕石砕砂事業」の４つを報告セグメントとしております。 

 「鉄鋼建設資材事業」は、鉄筋用棒鋼、構造用鋼、ねじ節鉄筋等の製造販売をしております。「農業資材

事業」は、肥料、園芸、種苗、乾牧草の事業を営んでおり、全ての事業が農業に係る資材の製造販売および

輸入販売を行っております。「環境ソリューション事業」は、土壌・水・大気など環境に係るアセスメン

ト、調査分析およびコンサルティングをしております。「砕石砕砂事業」は、土木建築用の砕石と砕砂の製

造販売をしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、マテリアルリサイクル事業お

よび業務請負事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円および各報

告セグメントに配分していない全社費用 千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントなどに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。    

  

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） （単位：千円）

  報告セグメント 
その他 

（注)1  

調整額 

（注)2  

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3    
鉄鋼建設資材

事業 
農業資材事業 

環境ソリュー

ション事業 
砕石砕砂事業 計 

売上高 

外部顧客への売上高 

  

6,886,320

  

 3,275,437

  

119,617

  

365,053

  

10,646,429

  

 78,680

  

  － 10,725,109

セグメント間の内部

売上高又は振替高  
 －   － 11,436 2,518  13,954   107,992  △121,946  －

計 6,886,320  3,275,437  131,053 367,572 10,660,383   186,672  △121,946 10,725,109

セグメント利益 

又は損失（△）
△202,011   229,826  △71,386 9,303  △34,268   3,636  △285,192 △315,824

△285,192 1,477

△286,669

－ 22 －



１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  276,233.55 円 １株当たり純資産額  287,511.60 円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  7,740.46 円 １株当たり四半期純損失金額  △5,151.78 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  541,832  △360,624

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 541,832  △360,624

期中平均株式数（株）  70,000  70,000

－ 23 －



該当事項はありません。 

   

２【その他】

－ 24 －



該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

－ 25 －



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月10日

朝日工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 大下内 徹  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柄澤 一恵  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている朝日工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、朝日工業株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月11日

朝日工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山田 良治  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柄澤 一恵  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている朝日工業株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、朝日工業株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月12日 

【会社名】 朝日工業株式会社 

【英訳名】 ASAHI INDUSTRIES CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 赤松 清茂 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 当社代表取締役赤松清茂は、当社の第20期第１四半期（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

特記すべき事項はありません。 

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




